〔要　求〕

	８．定年引き上げと再任用制度
⑴　制度導入について
①　国に遅れることなく制度が導入できるよう、（今後のスケジュールを明らかにするとともに）速やかに条例改正を行うこと。


〔解　説〕
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⑴　公務員の定年を引き上げる「国家公務員法等の一部を改正する法律案」および「地方公務員法の一部を改正する法律案」が、第204回通常国会で成立しました。2023　年４月１日の施行日以降、２年に１歳ずつ定年年齢が段階的に引き上げられ、2031年度には定年年齢が65歳となります(65歳で定年退職する職員が生じるのは2032年度以降)。

　

⑵　地方公務員については、改正地公法を踏まえて、関係条例および規則の改正を行う必要があります。総務省は６月25日に改正法にかかる説明会を開催し、想定されるスケジュールとして2022年３月議会または６月議会への条例改正の上程を示しています。しかし、2024年度の採用計画を固める関係からも、「定年前再任用短時間勤務」の希望の有無などについて、可能な限り2022年度の早い段階で対象者への情報提供・意向確認を済ませることが望ましいため、早期の制度確立を追求する必要があります。各自治体で混乱なく円滑に定年の引き上げが運用されるよう、対応方針の確定、組合員はもとより、組合員となる対象の管理職への制度説明や職場討議の開催、労使交渉・協議の実施などの取り組みを進めていかなければなりません。
2021賃金確定闘争、2022春闘の重点課題に位置付け、自治労としては、2022年３月議会、遅くとも2022年６月議会での条例改正をめざして、交渉・協議などの取り組みを本格化させなければなりません。
⑶　総務省は、人事院規則の改正後、各自治体に対して、条例例を提示する考えにあり、２月頃に発出される見込みです。しかし、定年引き上げにあたって検討、見直すべき課題はすでに明確になっていることから、各単組は、当局に対して、今後の作業スケジュールを明確にさせるとともに、総務省からの条例例を待つことなく、制度設計、運用について労使合意・妥結をめざします。
〔要　求〕

	８－⑴　制度導入について
②　役職定年の対象は、管理監督権限のある職員に限ることとし、本来、時間外勤務手当を支給すべきところ管理職手当を支給している場合などについては、これを機に是正すること。管理職から降任・転任した職員の職務、配置については、自治体の実情も踏まえながら検討すること。また、役職定年の例外となる特例任用については、組織の硬直化を招かないよう運用基準を予め明確に定めること。

③　65歳定年退職者が生じる2032年度までの約10年間の、職員の人員構成(毎年度の定年退職者数および新規採用者数、常勤・再任用などの任用形態ごとの職員数、職員の在級分布などの推移)について、具体的なシミュレーションを行い、データを開示すること。


〔解　説〕
⑴　組織の新陳代謝を確保し、活力を維持するために導入される役職定年制について、改正地公法でも「導入する」ことが規定されていますが、具体的な「役職定年の対象となる職」・「役職定年年齢」などについては条例で定めることとなります。改正国公法を踏まえ、対象となる職は管理職以上、年齢は60歳とする条例化を求めます。また、公務運営に著しい支障が生じる場合に限定した役職定年の例外として「特例任用」が認められることとなりました。とりわけ小規模自治体では年齢構成の偏りなどによりポストの欠員の補充が困難であるなどの課題もありますが、安易に特例任用を行うことは、組織の硬直化に繋がる危険性や制度の主旨に反することが予想されます。そのため、役職定年制の運用について労使交渉で確認していくことが重要です。
⑵　役職定年の対象となる管理職の範囲については自治体によって違うため、一律に示すことができません。国では、俸給の特別調整額（管理職手当）が支給される職員と定められていますが、自治体では実態的には管理監督職でないにもかかわらず、時間外手当の支給を免れるために管理職扱いとして管理職手当を支給しているケースも多く見られます。また、管理職等の範囲を定める人事委員会（公平委員会）規則で定められている範囲は、職員団体（労使関係）に関わるものとして定められているため、これも実際の管理監督職とイコールではありません。よって、手当や規則を目安として役職定年の範囲を決めるのではなく、真の意味で「管理または監督の地位にある職員」に限定するよう、それぞれの組織・職制の実態に応じて検討することが必要です。
　　同時に、実態的には管理監督職でないにもかかわらず、管理職手当を支給することにより時間外勤務手当を支給していない自治体については、これを期に是正を求めることも必要です。
　　特に、「自治労組織基本調査」による道内市町村の管理職員数は、1997年が12,876人(一般職員94,274人)に対して、2017年は12,585人(一般職員数70,880人)となっており、この20年間で、一般職員が23,394人減少しているのに対して、管理職員は、291人しか減少しておらず、いかに管理職員数が増加しているのかがわかります。今回の定年引き上げを機に是正をはかることは喫緊の課題であり、管理職は、真の管理監督権限のある職員に限ることを求めることとしています。
⑶　65歳定年退職者が生じる2032年度までの約10年間の、職員の人員構成(毎年度の定年退職者数および新規採用者数、常勤・再任用などの任用形態ごとの職員数、職員の在級分布などの推移)について、当局に具体的なシミュレーションを行い、データを開示するよう求め、具体の想定に基づいて交渉・協議を行うことを求めます。
〔要　求〕

	８－⑴　制度導入について
④　60歳以降の職員の多様な働き方を可能とするため、定年前再任用短時間勤務制度について制度化し、職員の希望に基づき雇用を確保すること。特に民間の高年齢者雇用安定法などとの権衡の観点から、分限免職等以外は任用すること。ただし、同制度は一旦退職した後の任用であることに鑑み、職員の意に反し、定年前再任用短時間勤務職員に任用するような運用は行わないこと。


〔解　説〕
⑴　定年前再任用短時間勤務制度
　60歳以降の職員の多様な働き方を可能とするため、「定年前再任用短時間勤務制度」を導入することとしています（新国家公務員法第60条の２）。
　　職員が短時間勤務の職への任用を希望し、60歳に達した日以後、定年退職日前に退職した場合には、当該退職者を、従前の勤務実績等に基づく選考により、退職日の翌日に短時間勤務の職に採用することができることとされています。加えて、60歳に達した日以後、定年退職日前に退職した者を退職日の翌々日以降にも短時間勤務の職に採用することができることとされています。
　　なお、国公の現行の再任用制度では、勤続25年以上かつ退職後５年以内であれば60歳前に退職した者であっても再任用が可能とされていますが、今回の定年前再任用短時間勤務制度については60歳前に退職した者は対象としていないため留意が必要です。
　　また、定年前再任用短時間勤務職員は、60歳を超える職員であることから、基本的には役職定年の対象となる管理監督職に採用することはできません。
　　さらに、2020年８月31日、総務省は通知(留意事項・質疑応答)を発出し、定年前再任用短時間勤務職員の任用について、「選考の結果、採用されない職員が生ずることも想定される。」と記載しましたが、民間の高年齢者雇用安定法などとの権衡の観点から、分限免職等以外の場合は任用することが求められます。よって、採用されない場合とは、分限免職等に限るとの確認を求めることとします。
(注)　65歳までの雇用継続措置を義務付ける高年齢者雇用安定法があること、さらに雇用と年金の接続のため原則再任用とすることを求める2013年の閣議決定、総務副大臣通知があることを踏まえれば、分限免職に該当する場合などを除き任用することが求められます。閣議決定などを基礎として、意欲と能力がありながら再任用されないケースが起きないよう十分交渉・協議を行う必要がある。
⑵　定年前再任用短時間勤務の職員の任期
　　現行の再任用制度との大きな違いはその任期の取り扱いです。現行の再任用職員の場合、１年間の任期の更新を繰り返しますが、定年前再任用短時間勤務職員の「任期」は、職員が退職しなかったと仮定した場合の職員の定年退職日までとされています（例えば、元々65歳定年予定の職員が、63歳から定年前再任用短時間勤務職員として働く場合は65歳の年度の３月31日まで）。
　　自治体単組は、前提として、定年前再任用短時間勤務職員への任用は、あくまで職員の希望した場合に限っての取り扱いであることを当局に確認し、こうした原則に基づく運用となっているか制度施行後も注視し続ける必要があります。
　　このことに関して、公務労協は内閣人事局との交渉（2020年２月25日）において追及しており、内閣人事局は「職員の職業生活設計の支援のため、定年前再任用短時間勤務制を盛り込む方向で考えているが、職員の自主的な選択を尊重しつつ行うべきものであり、強制することは許されず、本人の意に反して定年前再任用短時間勤務職員にするということはないと考えている」との考え方を示しています。
　　短時間勤務の職務内容や勤務条件等が職員の希望に沿わなければ、退職せずに常勤職員として引き続き勤務することも考えられます。また、下記イメージのように、退職後一定期間をおいた後、退職日の翌々日以降であっても、任命権者が必要と認める場合には採用することができることとされています。
【図表】
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⑶　定年前再任用短時間勤務の職員の給与、勤務時間
　　給与、勤務時間等については、現行の再任用（短時間）勤務と同じ取り扱いとなります。
　　国公においては、現行の再任用短時間勤務職員と同様、１週間あたり15時間30分から31時間まで（常勤職員の５分の２から５分の４の勤務時間）の範囲内で勤務時間を決めることとされ、年次有給休暇は、その者の勤務時間等を考慮して20日を超えない範囲内で人事院規則で定める日数になります。
　　給与については、現行の再任用短時間勤務職員と同じ取り扱いとなりますが、現在は再任用の級を定年前の級よりも相当程度、低位な格付けとするような実態にあるため、今回の法改正が「知識、技術、経験等が豊富な高齢期の職員を最大限活用する」ことを目的としていることに鑑み、現在の問題ある運用は見直していく必要があります（60歳超の常勤職員の場合は、基本的に60歳時の級号給の格付けが継続され、100分の70を乗じた給料が支給されますが、現在の再任用と同様に、定年前再任用短時間勤務職員の級格付けは退職時にリセットされ、改めて格付けが行われます。）。そもそも、給料水準については、定年前再任用短時間勤務職員の職をどのように設定するのかと関係してきますが、給料月額＝級格付けが職務内容に比して低い設定となっていないか、他の職員と均衡しているか等を確認し、必要に応じて改めていくことが重要です。
⑷　定年前再任用短時間勤務の職員の定数上の取り扱い
　　現行の再任用短時間勤務職員と同様に、「定数外」の取り扱いとなりますが、別途管理されます。
（※　定年引き上げの職員は常勤職員であるため「定数内」の取り扱い）
⑸　現業職員の定年前再任用短時間勤務制度の適用
　　上で触れたとおり、定年前再任用短時間勤務を選択できるのは60歳に達した日以後とされています。ただし、国公の労務職員（現業職員）については、定年引き上げに伴って、俸給月額（給料月額）が70％となるのは63歳に達した日以後の４月１日以降（64歳の年度）とされています。また後述のとおり、労務職員の退職手当についてその者の非違によることなく退職した場合に「自己都合」ではなく「定年」として取り扱われるのも63歳に達した日以後とされていることから、定年前再任用短時間勤務を選択できるようにするのも、同じタイミングとすることが適切と考えられます。

〔要　求〕

	８－⑴　制度導入について
⑤　地方公務員の生涯設計と高齢職員の実情に応じた多様な働き方を確保するため、現行の地方公務員法で規定されている高齢者部分休業制度を条例化すること。すでに条例化されている自治体においては、制度の活用拡大にむけた周知を行い、使いやすい制度とすること。


〔解　説〕
⑴　国家公務員にはない地方公務員の独自の制度である「高齢者部分休業制度」については存置されます。
　　高齢者部分休業制度は、各自治体が条例で定めています。申請要件について「要介護者の介護をするために高齢者部分休業をしている場合において」と定める自治体があることにみられるように、高齢職員のライフスタイルに対応するための部分休業制度として2004年６月に法改正により創設されたものです（地方公務員法第26条の３）。
　　具体的な制度内容は自治体により様々ですが、一般的には、56歳以上の高齢職員を対象としており、１週間あたりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で休業を行うことができることとされています（公務の運営に支障がなければ任命権者が承認）。勤務しなかった時間あたりの給与等については減額され、退職手当も休業期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算することとされていますが、常勤職員であるため、給料・手当等については基本的に常勤職員と同じ仕組みで算定することとなります。
⑵　今回、定年引き上げが行われることにより、65歳の定年退職日までの間、「高齢者部分休業」を取得することが可能となります。60歳以降の給料は60歳前の給料月額の70％ですが、60歳以降に高齢者部分休業を取得した場合、給料月額の70％の額を基礎として勤務しなかった時間分について減額することとなります。また、定年前再任用短時間勤務職員となった後に常勤職員に戻ることはできませんが、高齢者部分休業については部分休業の期間終了後にフルタイムの勤務に戻ることになります。（部分休業の申請要件に該当するか否かという前提はありますが、）短時間勤務ということだけに着目するなら、60歳以降の職員については、高齢者部分休業と定年前再任用短時間勤務が制度として併存するということになります。現在、高齢者部分休業制度はあまり活用されていない実態にありますが、高齢職員の多様な働き方を確保するという観点から、活用の拡大にむけて検討、交渉を行うことも大変重要です。
（参考）　解説　高齢者部分休業制度について
	

	 制度の目的、導入にいたる経緯 
・　2004年６月の地方公務員法の改正により創設され、高年齢として条例で定める年齢に達した職員が申請した場合において、公務の運営の支障がないと認められる場合に、１週間の勤務時間の一部について勤務しないこと＝高齢者部分休業を承認することができるとされている（地方公務員法第26条の３）。国家公務員にはない地方公務員独自の制度である。
・　制度の趣旨について、逐条地方公務員法は、「職員については定年の定めがあるが、現実には、定年年齢に到達する前に勧奨により退職することも多く行われている。また、地域によっては、短時間勤務を希望する住民が多く存在し、地方公共団体がその受け皿になることを期待されているところもある。さらに、高齢者でもある職員の中にも、肉体的、精神的または家庭の事情などによって、勤務時間を減じることを希望する者も現れている。このような状況を総合的に勘案して設けられたのが高齢者部分休業の制度であり、高齢者である職員の担当する職務の一部を外部の者に提供すること（いわゆるワークシェアリング）もその目的の一つであることから、この制度により休業する職員の代替えとして短時間勤務職員を採用することができることとされている（任期付職員採用法五３①）。」と解説している。
　　地方公務員制度調査会がまとめた報告書「分権新時代の地方公務員制度 ― 任用・勤務形態の多様化」（2003年12月）は、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務運営を引き続き基本としつつ、任期付採用の拡大、短時間勤務など任用・勤務形態の多様化を図るとし、その方策の一つとして、「漸次的現役離職のための部分休業（定年退職前の一定年間前から、地域活動に従事する場合等）」を示し、「ボランティア等地域活動に参画する時間を創出することにもなるなど、単に個人のライフスタイルの域を超えた様々な効果を期待できる」としていた。
　　しかし、報告書が「職員個人の状況に合わせた生活設計を可能とする制度を検討することは、高齢社会への対応という時代の要請に沿うものとして大きな意味を持つものである」とし、逐条地方公務員法が「高齢者でもある職員の中にも、肉体的、精神的または家庭の事情などによって、勤務時間を減じることを希望する者も現れている」と解説するように、高齢者部分休業の申請理由は、必ずしもボランティアやワークシェアリングなどに限定した運用が想定されていたわけではない。条例において「要介護者の介護をするために高齢者部分休業をしている場合において」と定める自治体があることからも分かるように、家族介護など、高齢職員のライフスタイルに対応することが想定されていたものと考えられる。
・　高齢者部分休業が認められる期間は、従前は「定年退職日から５年を超えない範囲内において条例で定める期間さかのぼった日後の日で、当該申請において示した日からその定年退職日までの期間中」とあったのが、「地域の自主性及び自立性を高めるための関係法律の整備に関する法律」による地方公務員法の一部改正によって、現行条文にある「高年齢として条例で定める年齢」に改められた（2014年４月１日施行）。
　　総務省は通知（総行公第46号・2013年６月14日）において、休業の対象となる高年齢である職員について、「高齢者部分休業の対象となる職員は、第３次一括法による地公法の改正により、『高年齢として条例で定める年齢に達した職員』とされており、各地方公共団体において条例で年齢を定める場合は、一般に『高年』という用語は『年齢の高いこと。老年。』（出典：広辞苑）とされていること、また、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）及び同法施行規則（昭和46年労働省令第24号）においては、高年齢者は55歳以上、中高年齢者は45歳以上とされていること等を参考とし、制度の趣旨を踏まえた年齢とすることが適当であること。」を示している。

	


	

	 制度の概要 
　実際の高齢者部分休業については、各自治体が条例等により定めることとされているため、対象となる職員の年齢を50歳とする自治体、教員など職種によっては部分休業の取得単位を１日単位とする自治体があるなど、制度のあり方は様々であるが、一般的には総務省の示す条例例に倣い定められ、次のように運用されているものと考えられる。
　・対象職員
　　　年度末年齢56歳以上の職員（55歳に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以後の日）
　・取得時間
　　　１週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で、５分を単位として行う
　・給与の減額
　　　１時間当たりの給与等を減額
　　　（給与期間の勤務しなかった全時間数によって計算する。１時間未満の端数が生じる場合は、30分以上のときは１時間とし、30分未満のときは切り捨てる）
　・退職手当
　　　休業期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算
　・承認の取り消し・短縮
　　　任命権者は、公務の運営に支障があると認めるときは、承認を取り消し、または休業期間を短縮することができる
　・休業期間の延長
　　　公務の運営に支障がなければ承認

	


〔要　求〕

	８－⑴　制度導入について
⑥　職員が60歳に達する前年度に60歳以降の任用、給与、退職手当等について情報提供および意思確認を行うとともに、当該職員の意向について最大限尊重すること。


〔解　説〕
　定年引き上げにあたり、任命権者は当分の間、職員が60歳になる前年度に、60歳以降の制度に関する情報提供を行い、職員の意向を確認することとされています。
　制度開始は2023年度からとなりますが、その準備として2023年度に60歳になる職員に対して、その前年の2022年度中に制度に関する情報提供・意思確認を行うことが附則で定められました。（制度開始後は、60歳に達した日以後、定年前再任用短時間職員を選択できることから、早めの情報提供が必要）
　従って、早期に制度を確立する必要があることから、条例改正は遅くとも2022年６月議会までに上程することを想定して準備を進める必要があります。
〔要　求〕

	８－⑵　給与について
①　60歳を超える職員の賃金について、60歳前の７割水準以上とすること。また、役職定年により降格・降任する場合にあっても、60歳前の７割水準を確保すること。

②　職員のモチベーション低下を防ぐため、55歳以降の昇給を確保するとともに、定年引き上げ開始後も、職員全体の昇任・昇格スピードについて、最低限維持すること。特に役職定年制の導入にともない、組合員の到達級の引き下げを行わないこと。


〔解　説〕
定年引き上げにともない、給与については条例・規則の改正が必要になります。給与制度については、地方公務員法第24条第２項に基づき、国家公務員の給与制度を基本として定めることが求められます。
　　以下は、国公の制度を基本に解説したものです。なお、任期付職員、会計年度任用職員など、定年制度が適用されない職員等の給与は、こうした措置の対象にはなりません。
⑴　職員の任用、級号給の格付け
　　定年引き上げ後は、改めて任用され職務（級）の位置づけを行う再任用とは異なり、任用・職務は延長された定年退職日まで継続することとなります（後述する役職定年の場合を除く）。具体的には、現行の定年（60歳）に達した日以後の３月末時点で、５級に在級する職員は、４月１日以降も引き続き５級の職務を担うこととなり、従って職員の給料表の位置づけ（級・号給）は４月１日以降も基本的には変更はありません。
　　例えば、３月末時点で行(一)５級90号の60歳職員は、４月１日以降も、同じく行(一)５級90号に位置づけられます。また、同時点で４級の職員を５級に昇任させることや、以降の昇給日に昇給させる（上位の号給に位置づける）ことも可能とされています。
⑵　給料月額
　「特定日」以降の職員（60歳超職員）の給料月額
　　　　　　　　　　＝（当該職員が格付けされる）現在の級号給の給料月額 × 70％
　現行の定年（60歳）を超える職員の給料月額は、当分の間（注）、現行の定年に達した日後における最初の４月１日（「特定日」という。）以後、その職員の受ける級号給の給料月額に100分の70を乗じて得た額とすることとされています。つまり、「特定日」以降は、当該職員が格付けされる級号給の給料月額に70％を掛けた額が支給されることになります。
　　給料月額に50円未満の端数を生じる時には切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じる時は100円に切り上げます（新一般職給与法附則第８項）。
　＜例＞　行(一)５級90号の職員の給料月額（月額は2019年度の額）
　　　　　　　　　　　　＝ 392,300円 × 70％ ＝ 274,610円
　　　　　　　　※　50円未満は切り捨てのため ⇒ 274,600円
(注)　国家公務員法等の一部を改正する法律案の附則第16条に検討条項が設けられているため、当分の間とされている。
⑶　昇給
　　国公の場合は、現行の55歳を超える職員と同様に、「勤務成績が特に良好である場合」を除いて、昇給しないこととされています。なお、現在、国公の人事評価結果の昇給への反映は下図のような仕組みとなっています。55歳を超える職員（ただし、行(二)適用の労務職員は57歳を超える職員）については、標準の勤務成績では昇給しないこととされ、昇給幅も勤務成績が極めて良好である職員であっても２号俸以上の昇給に抑制されています。
　　現在、地公では55歳を超える職員の昇給について国公と同様の取り扱いとしている場合が多いのが現状ですが、高齢職員のモチベーションを維持する観点から、現役職員と同様の取り扱いとすることをめざすことも含め、昇給のあり方について検討し、交渉・協議を行うことも重要と言えます。
【図表】
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⑷　給与改定
　　職員が格付けされる号給の給料月額が、人勧等によりプラス改定となる場合はプラス改定となった額を基礎に前項(２)の計算をします。マイナス改定の場合も同様の取り扱いとなります。
〔要　求〕

	８－⑵　給与について
③　扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、特殊勤務手当、宿日直手当については、60歳前と同水準とすること。
④　退職手当について、新国家公務員退職手当法を踏まえ、60歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した職員を定年退職として取り扱うこと。また同法第５条の２に規定されている、いわゆる「ピーク時特例」を適用すること。


〔解　説〕
⑴　諸手当について
国公については、以下のとおり整理されています。
①　俸給月額（給料月額）と同様に、60歳前の手当等の７割を基本に手当額等を設定
　　　俸給の特別調整額（いわゆる管理職手当）、本府省業務調整手当、初任給調整手当、
管理職員特別勤務手当
②　俸給月額（給料月額）に連動した額
　　　超過勤務手当、休日給、夜勤手当、期末手当、勤勉手当、地域手当、広域異動手当、特地勤務手当、
特地勤務手当に準ずる手当、研究員調整手当、専門スタッフ職調整手当
　③　60歳前の職員と同額
　　　扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、特殊勤務手当、宿日直手当
⑵　60歳に達した日以後の職員の退職手当
地方公務員の退職手当については、地方公務員法第24条第２項に基づき、国家公務員の制度等に準じることとされており、総務省は、国家公務員退職手当法に準じて「職員の退職手当に関する条例案」を示し、各自治体が退職手当条例を整備しています。こうしたことから、今回の国公の見直し内容を踏まえて、自治体および退職手当組合は条例改正を行うこととなるため、県本部・単組は下記を踏まえて、交渉・協議を行う必要があります。
　①　退職事由は「自己都合」ではなく「定年」としての取り扱い
60歳に達した日以後に、定年前再任用短時間勤務職員になるなど、定年前の退職を選択しても、退　職手当が減額されることはありません。
改正後の新国家公務員退職手当法の附則（第12～14項）の規定により、当分の間、60歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した職員（ただし、勤続期間11年未満の職員を除く）の退職手当については、職員が不利にならないよう、退職事由を「自己都合」ではなく「定年」を理由とする退職と同様に取り扱い、算定することとされています。
なお、労務職員（現業職員）に関しては、附則第12項第１号イ等の規定により、63歳に達した日以後の適用とされています。
②　手当の算定方法はこれまでと同じ、給料月額の引き下げには「ピーク時特例」を適用
　　　今回の法改正では、退職手当の算定方法の見直しはありません。
現在と同じ方法で算定することになりますが、上記①の対象者が気になるのは、60歳に達した日以　　後の４月１日（特定日という）以降、俸給月額（給料月額）７割水準となることとの関係についてですが、このことによる退職手当の減額はありません。
在職期間中に、俸給月額の減額改定（いわゆるベースダウン）以外の理由（降格や俸給表間異動など）により、俸給月額が減額されたことがある場合には、現行の国家公務員退職手当法の第５条の２に規定する、いわゆる「ピーク時特例」が適用されます。
定年退職時の俸給月額のみで「基本額」を算定するのではないかと心配する方がいるかもしれませんが、特定日以後の俸給月額の７割への引き下げについては、この「ピーク時特例」が適用され、「基本額」は、現在の定年60歳の年度までの期間と、俸給月額が７割となる特定日以降の期間とに分けて計算します（図表５を参照）。実際の勤続期間をもとに計算してみると分かりますが、定年の引き上げにより俸給月額が７割となることに伴う、退職手当「基本額」のマイナス効果がないことが分かります。なお、「ピーク時特例」とは直接関係しませんが、定年が引き上げられることにより、中途採用などで、勤続年数が35年に満たない場合には（退職手当の「支給率」が最大値に達しておらず）、引き上げられた期間分が勤続年数に加わるため、その分がプラス効果として現れることになります。
国家公務員退職手当法の第５条の２の「ピーク時特例」に関しては、総務省が示す条例例に基づき、自治体の退職手当条例にも規定されているはずですが、改めて、条例を確認し、規定されていないという場合には、制度に関する国公との均衡の観点から、早急に条例改正を行うよう求めましょう。
	

	退職手当の基本算定構造
　退職手当額　＝　基本額　＋　調整額
　　　基本額　＝　退職日給料月額　×　退職理由別・勤続年数別支給率
　　　調整額　＝　調整月額のうちその額の多いものから60月分の額を合計した額

	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整月額は職員の区分に応じて定める額（95,400円～０円）
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【図表】
⑶　今回の定年引き上げと「早期退職募集」との関係について
　　国家公務員においては、現行の60歳定年のもとでは、応募認定による定年前早期退職者、いわゆる「早期退職募集制度」について、割増率の対象者を45歳から59歳の者としていますが、今回、その点の変更はありません（国家公務員退職手当法の第５条の３）。つまりは60歳超の期間については退職手当の割増率の設定はなく、60歳超の職員はそもそも早期退職募集の対象外ということになります。
　　定年の引き上げは、政府の法案概要のペーパーにあるように、「知識、技術、経験等が豊富な高齢期の職員を最大限活用する」ことを目的としており、60歳超職員に引き続き勤務し活躍することを期待するものであるため、当該年齢層（60歳～64歳）に新たにインセンティブをつけて退職を促す見直しは行わないということで、国家公務員退職手当法を所管する内閣人事局は、当分の間、対象となる年齢と割増率を維持する考えを示しています。
【図表】
国家公務員退職手当支給率早見表
（2018年１月１日以降の退職）
	勤続年数
	法第３条
	
	法第４条
	
	法第５条

	
	自己都合
	(十一年未満勤続)
定年・応募認定退職(一号)・
任期終了・事務都合退職・
公務外死亡・通勤傷病等
	公務外傷病
(通勤傷病を除く)
	
	(十一年以上二十五年未満勤続)
定年・応募認定退職(一号)・
任期終了・事務都合退職・
公務外死亡・通勤傷病等
	
	整理・応募認定退職(二号)・
公務上死亡・公務上傷病
	(二十五年以上勤続)
定年・応募認定退職(一号)・
任期終了・事務都合退職・
公務外死亡・通勤傷病等

	年
1
2
3
4
	0.5022
1.0044
1.5066
2.0088
	0.837
1.674
2.511
3.348
	0.837
1.674
2.511
3.348
	
	
	
	1.2555(3.6a)
2.511(4.5a)
3.7665(5.4a)
5.022(5.4a)
	

	5
6
7
8
9
	2.511
3.0132
3.5154
4.0176
4.5198
	4.185
5.022
5.859
6.696
7.533
	4.185
5.022
5.859
6.696
7.533
	
	
	
	6.2775
7.533
8.7885
10.044
11.2995
	

	10
11
12
13
14
	5.022
7.43256
8.16912
8.90568
9.64224
	8.37
	8.37
9.2907
10.2114
11.1321
12.0528
	
	11.613375
12.76425
13.915125
15.066
	
	12.555
13.93605
15.3171
16.69815
18.0792
	

	15
16
17
18
19
	10.3788
12.88143
14.08671
15.29199
16.49727
	
	12.9735
14.3127
15.6519
16.9911
18.3303
	
	16.216875
17.890875
19.564875
21.238875
22.912875
	
	19.46025
20.8413
22.22235
23.6034
24.98445
	

	20
21
22
23
24
	19.6695
21.3435
23.0175
24.6915
26.3655
	
	19.6695
21.3435
23.0175
24.6915
26.3655
	
	24.586875
26.260875
27.934875
29.608875
31.282875
	
	26.3655
27.74655
29.1276
30.50865
31.8897
	

	25
26
27
28
29
	28.0395
29.3787
30.7179
32.0571
33.3963
	
	28.0395
29.3787
30.7179
32.0571
33.3963
	
	
	
	33.27075
34.77735
36.28395
37.79055
39.29715
	33.27075
34.77735
36.28395
37.79055
39.29715

	30
31
32
33
34
	34.7355
35.7399
36.7443
37.7487
38.7531
	
	34.7355
35.7399
36.7443
37.7487
38.7531
	
	
	
	40.80375
42.31035
43.81695
45.32355
46.83015
	40.80375
42.31035
43.81695
45.32355
46.83015

	35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45
	39.7575
40.7619
41.7663
42.7707
43.7751
44.7795
45.7839
46.7883
47.709
47.709
　47.709
	
	39.7575
40.7619
41.7663
42.7707
43.7751
44.7795
45.7839
46.7883
47.709
47.709
　47.709
	
	
	
	47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709
	47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709

47.709


(注１)　（　　）内は､法第６条の５の最低保障である。

(注２)　ａは、基本給月額であり、俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当等（又はこれらに相当する手当）の月額合計額をいう。

(注３)　法附則第21項から第23項まで及び昭和48年法律第30号附則第５項から第７項による退職手当の基本額の調整(83.7/100)を含めた計数である。
〔要　求〕

	８－⑵　給与について
⑤　定年前再任用短時間職員、暫定再任用職員(フルタイム、短時間)の職務・級の格付けなどについては、知識、技術、経験等を積極的に活用する観点から、従前の取り扱いを抜本的に見直すこととし、給与も60歳超の常勤職員との権衡をはかること。具体的には、再任用職員についても60歳超の職員と同様に、退職時の職務・級格付けを継続することとし、職務の軽減を希望する職員のみ当該職務に対応した格付けとすること。


〔解　説〕
⑴　無年金期間が拡大、再任用制度が発足した2001年とは状況が大きく異なる状況にあり、再任用職員を低い級に格付けするような現在の運用は見直すことが必要です。
　　再任用制度が発足したのは2001年４月、段階的に再任用の対象年齢も引き上がり、2013年度以降は65歳となりました。一方で、公的年金の支給開始年齢は段階的に引き上げられ、1961年４月２日以後の生まれの職員（2022年３月31日定年退職）については、2025年度から、経過的職域加算部分および老齢厚生年金部分の支給開始は65歳となります。制度の発足当時から状況は大きく変化し、無年金期間の拡大により、職員として働かなければ生計を立てることも困難となっています。
　　高年齢者が少なくとも年金支給開始年齢までは意欲と能力に応じて働き続けられる環境の整備を目的として、高年齢者雇用安定法の一部が改正され、希望する労働者（期間の定めのない労働者）全員を65歳まで雇用する措置を設けることが企業には義務付けられています。これにあわせる形で、政府は「国家公務員の雇用と年金の接続について」において、公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、希望者全員を再任用するとの方針を閣議決定（2013年３月26日）しており、地方公務員に関しても総務副大臣通知において、閣議決定の趣旨を踏まえ、必要な措置を講ずるよう要請しています。
　つまり、任命権者には、雇用と年金の接続という趣旨から、60歳以降についても、フルタイムでの任用を基本として雇用する責任があるということです。閣議決定、副大臣通知などをもとに、意欲と能力がありながら任用されないケースが起きないよう単組として十分交渉・協議を行う必要があります。
　　また、制度発足時は、経過的職域加算部分（３階）および老齢厚生年金部分（２階）が引き続き支給されることを念頭にその支給停止（調整）の仕組みと、引き上げとなる定額部分（基礎年金部分）の年金額などとのバランス等も踏まえて、再任用者の職務と賃金を決定したことから、低位に位置づけられてきました。そのため多くの自治体では定年時の級よりも相当低い級に格付けされることが多いのが現状です。年金も受給できていた制度導入時と、無年金期間が拡大した現在とでは状況も大きく異なってきていることから低い級に格付けするような現在のような運用に関しては根本的に見直していく必要があります。
⑵　常勤職員より少ない再任用職員の期末・勤勉手当の支給月数となっており、また、扶養手当、住居手当なども支給されないなど制度上の差異があります。
　　これまで触れたとおり、60歳超の職員は任用形態の違いによって、給与の取り扱いについても異なることになります。65歳までの段階的な定年引き上げの間は、経過期間として、暫定再任用制度（フルタイム・短時間）が措置されることから、より状況は複雑と言えます。
　　表は2019年度の行(一)の俸給月額から作成したものです。行(一)５級の最高号俸：93号俸の俸給月額の70％は275,100円、道内の多くの自治体が採用している現行の行(一)２級フルタイムの再任用職員の給料は215,200円と60歳超の常勤職員の方が、月で約60,000円も高く、また、期末・勤勉手当の支給月数の違いや、扶養手当や住居手当、寒冷地手当など支給されない手当があるなど、年間100万円以上の格差となるため制度自体に問題があります。加えて、自治体の再任用時の級の格付けは定年前より低位に置かれる場合が多い（定年延長の場合は60歳の級号給を継続）ことから、定年引き上げによる60歳超職員の勤務の方が給与については極めて優位といえます。
⑶　65歳まで働き続けることを前提とし、職員の知識や経験等を積極的に活用するため、職務内容にふさわしい給料水準としていくことが重要です。
　　手当支給の差異など再任用制度そのものの見直しも求められるところですが、運用段階においては、定年引き上げの完成時を見据えて、現行の再任用職員、施行以降の暫定再任用職員について、この際、職員の知識や経験等を積極的に活用することとし、そうした職務内容にふさわしい給料水準としていくことが重要です。
　　60歳超の職員には、フルタイムの常勤職員、高齢者部分休業中の常勤職員、定年前再任用短時間勤務職員が混在し、さらに制度完成までには暫定再任用職員（フルタイム・短時間）の運用が加わることになります。職務給の原則から、職員の給与は均衡が求められることは当然です。これら職員の職務をどのように設定するのか、並行して、職務に見合った給料（賃金）のあり方をどのようにしていくのか、運用について、早急に労使で話し合う必要があります。
【図表】

	
	60歳超の常勤職員
	現行　再任用職員
（フルタイム勤務）

	俸給（給料）
	俸給月額の70％
	単一号俸

	参考　行(一)５級
（*70％を乗じる前の額）
	202,800～275,100円
（*289,700～393,000円）
	３級255,200円

	参考　行(一)４級
（*70％を乗じる前の額）
	184,900～266,700円
（*264,200～381,000円）
	２級215,200円

	俸給の調整額
	〇（60歳前の70％）
	〇

	俸給の特別調整額
（管理職手当）
	〇（60歳前の70％）
	〇（再任用職員に係る額）

	本府省業務調整手当
	〇（60歳前の70％）
	〇（再任用職員に係る額）

	初任給調整手当
	〇（60歳前の70％）
	×

	管理職員特別勤務手当
	〇（60歳前の70％）
	〇

	専門スタッフ職調整手当
	〇
	〇

	地域手当
	〇
	〇

	広域異動手当
	〇
	〇

	研究員調整手当
	〇
	×

	特地勤務手当
	〇
	×

	特地勤務手当に準ずる手当
	〇
	×

	超過勤務手当
	〇
	〇

	休日給
	〇
	〇

	夜勤手当
	〇
	〇

	期末手当（年間支給月数）
	〇（260/100）
	〇（145/100）

	勤勉手当（年間支給月数）
	〇（185/100）
	〇（90/100）

	扶養手当
	〇
	×

	住居手当
	〇
	×

	通勤手当
	〇
	〇

	単身赴任手当
	〇
	〇

	特殊勤務手当
	〇
	〇

	宿日直手当
	〇
	〇

	寒冷地手当
	〇
	×


※　俸給月額、期末手当および勤勉手当の年間支給月数は2019年度
※　再任用職員の地域手当のうち特例的に支給されるもの（異動保障等）は不支給
※　再任用短時間勤務職員については、再任用フルタイム勤務職員に支給される手当と同額とす

　ることが合理的でないと認められる手当等（俸給の調整額等）の支給額については、短時間勤
　務職員の勤務時間数等を考慮した額
〔要　求〕

	８－⑶　職場環境の整備について
①　高齢になっても働き続けられる職場環境の整備にむけ、職種・職場実態に応じて60歳超職員の知識、技術、経験等を活かす職務内容・職名・配置等について検討すること。組織の新陳代謝を確保するため、60歳以降の職務については、スタッフ職として配置すること。特に、加齢にともなう体力の低下などにより、従前と同じように業務を遂行することが難しい職種については、年金受給開始までの雇用継続を大前提として、どのような職務、働き方、配置であれば65歳まで働き続けられるのか、職場実態に応じた検討と工夫をすること。

②　労働安全衛生法第62条を踏まえ、中高年層の身体の条件に応じた安全衛生上の配慮を行うこと。


〔解　説〕
⑴　高齢になっても働き続けられる職場づくり
2008年に成立した国家公務員制度改革基本法に「定年を段階的に65歳に引き上げ」が規定されて　以降、政府・人事院において検討が重ねられてきました。その中で、「いわゆる困難職種」（加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたす職務）の取り扱いについて、国家公務員は刑務官・海上保安官・航空管制官など、地方公務員では消防職員や電車・バスの運転手など、と想定しながら人事院や政府検討会で議論が行われてきました。
しかし、2018年人事院の「定年を引き上げるための意見の申出」および、これを受けて閣議決定した国公法・地公法の一部改正案においては、「いわゆる困難職種」について規定はありませんでした。それは、すべての人が65歳に達しなければ年金の支給はされないことから、いかなる職種であっても年金支給開始まで雇用は確保しなければならず、その対応は国公や地公、各職場の実情に応じた検討や工夫が求められるからだと想定されます。
以上の観点から、60歳を超える高齢職員が持つ技術・知識・経験を活かし働き続けられる職場環境や業務のあり方について、労使での検討委員会を設置するなどして、労働組合との協議を行うことを求めます。高齢になっても働き続けられる職場環境の整備にむけ、職種・職場実態に応じて、職場討議、当局との意見交換を行い、60歳超職員の知識、技術、経験などを活かす職務内容・職名・配置などについて協議・確認することを求めます。特に、加齢にともなう体力の低下などにより、従前と同じように業務を遂行することが難しい職種については、年金受給開始までの雇用継続を大前提として、どのような職務、働き方、配置であれば65歳まで働き続けられるのか、職場実態に応じた検討と工夫を求めることとします。
⑵　労働安全衛生法第62条を踏まえた、中高年層の身体の条件に応じた安全衛生上の配慮
地方公務員の職場でも、職種によっては60歳以降も同じ職務を行うことが困難な場合もあり得ますが、そうした状況の中でも年金への接続のために、いかに仕事と雇用を確保するのかが極めて重要となります。総務省も「高齢職員が働き続けられる環境について、労働安全衛生法62条（中高年齢者の身体の条件に応じた安全衛生上の配慮）も踏まえた整備と対応が求められる」と見解を述べています。
　　単組では、2013年総務副大臣通知（職務の特殊性を踏まえ、公務の円滑な遂行に支障が生じないよう必要な措置を検討）も踏まえつつ、厚労省「高年齢労働者に配慮した職場改善マニュアル」なども活用しながら、職場の状況を確認し中高年者の身体の条件に応じた具体的な対策、職場改善を行うよう求めることとします。その上で、労働安全衛生法62条も含めて、当該職員が働き続けられる職場環境の整備（職務の見直し・配置）、働き方などについて協議し、それぞれの職場実態に応じた仕事のあり方を検討・工夫しながら雇用を確保していくことが求められます。
〔要　求〕

	８－⑶　職場環境の整備について
③　定年の段階的引き上げにともなって、係長・課長補佐クラスの職位が増えることが想定されることから、中堅層職員の昇格を確保するため、ポストの確保や定数管理の弾力化など柔軟な対応をはかること。

④　組織の活力を維持するため、引き続き新規採用者を計画的に募集すること。


〔解　説〕
⑴　定年の段階的引き上げにともない、当分の間、2024年３月31日、2026年３月31日、2028年３月31日、2030年３月31日、2032年３月31日の計５年間、２年に一度は原則的に退職者が発生せず、60歳超の常勤職員が主任・係長・課長補佐などのポストに配置されることとなります。
⑵　職員のモチベーション低下を防ぐため、定年引き上げ開始後も、職員全体の昇任・昇格スピードおよ　び到達級について、最低限維持するよう求めます。また、組織の新陳代謝を確保するため、現行の条例　定数の見直しや柔軟な運用により、計画的な新規採用を確保するよう求めます。
⑶　将来にわたって公共サービス提供体制を保つためには、計画的に新規採用職員を確保していくことが必要不可　　欠です。これについて、総務省は、「各地方公共団体において、必要な行政サービスを安定的に提供できる体制確保と中長期的に見た適正な定員管理の双方の観点から、定年引上げ期間中の一時的な調整のための定員措置の考え方を検討する必要がある」という考えを示しており、令和３年度に「定年引上げに伴う地方公共団体の定員管理のあり方に関する研究会」を開催しています。今後、総務省は、この研究会の議論や地方自治体の検討状況を踏まえ、定年引き上げ期間中の一時的な調整のための定員措置の基本的考え方を整理し、定年引き上げにかかる定員管理に関する留意点を示す予定となっています。
高齢者部分休業職員





●　60歳超の高齢者部分休業の職員の給与の取り扱いについては、60歳超の常勤職員と同じ。１時間当たりの給与等を減額（給与期間の勤務しなかった全時間数によって計算）


●　勤務成績が特に良好である場合には昇給が可能（２号俸）





定年前再任用


短時間勤務職員





●　定年前再任用短時間勤務職員の給与は、現行の再任用職員の取り扱いと同じ


●　60歳超の常勤職員に支給される扶養手当や住居手当などが支給されない


●　期末・勤勉手当の支給月数も異なる
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